
１４ 災害時応援協定

（9）給水

長野県水道協議会水道施設災害相互応援要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、長野県水道協議会（以下「協議会」という。）の会員である市町村、水道

企業団、一部事務組合及び長野県企業局（以下「会員」という。）が地震等の災害及び渇水（以

下「災害等」という。）により被害を受けた場合に、長野県水道協議会長（以下「会長」とい

う。）の要請に基づき、被災会員以外の会員が行う被災会員への住民への応急給水及び水道施

設の応急復旧等の応援業務について必要な事項を定めるものとする。

（会長等の責務）

第２条 会長は、会員が災害等により被害を受けた場合に長野県知事から援助の要請があった

とき、又は、被害を受けた会員（以下「被災会員」という。）から応援の要請があったときは、

応援地区の代表理事と協議して迅速かつ適切な応援を被災会員以外の会員に対し要請するも

のとする。

２ 会長は、応援業務の全般について掌あく調整し、必要な指示を行うものとする。

３ 部会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行するものとする。

（会員の責務）

第３条 災害等が発生した場合において、被災会員以外の会員は、会長が要請する被災会員に

対する応援活動に、全面的に協力するものとする。

２ 災害発生直後で緊急を要する場合は、前項の規定にかかわらず会員の自主的な判断により

応援活動を行うことができるものとする。この場合において、会員は速やかに会長に報告す

るものとする。

（相互応援地区）

第４条 応援活動を迅速かつ適切に実施するため、相互応援地区（以下「応援地区」という。）

を設ける。

２ 応援地区は、東信、北信、中信、南信の４地区とし、当該地区の会員をもって構成する。

３ 応援地区の業務は、当該地区の理事４人をもって構成する応援地区会議により運営する。

４ 前項の理事の互選により１名の代表理事を選出するものとし、代表理事は、応援地区会議

を総括し、代表する。

５ 応援地区会議は、会長の指示を受け、応援地区内の被災会員及び被災会員以外の会員と応

援についての連絡調整を行い、迅速かつ適切な応援業務の遂行に努めるものとする。

６ 応援地区会議は、応援業務の状況について、会長に必要な報告を行い、必要があると認め

るときは、他の応援地区からの応援を会長に要請するものとする。

７ 前項の規定により、会長から応援の要請を受けた他の応援地区は、当該応援地区と連絡協

議し、速やかに応援業務の遂行に努めるものとする。

（応援活動の要請）

第５条 被災会員は、長野県知事に援助を要請し、長野県知事からの会長への援助依頼により、

又は次に掲げる事項を明らかにして、所属する応援地区会議を通して会長に応援を要請する

ことにより、協議会から必要な応援活動を受けるものとする。

(1) 災害の被災状況

(2) 必要な応援要請（応援人員、職種、機械器具及び資材の規格と量等）

(3) 前号の集合日時及び集合場所



（応援活動）

第６条 応援活動は、災害救助法に基づく県の災害対策本部が設置された場合は災害対策本部、

その他の場合は被災会員の応急給水計画及び応急仮復旧計画に基づき、その指示に従って作

業に従事するものとする。

２ 前項の応援活動の内容は、次のとおりとする。

(1) 応急給水作業

(2) 応急復旧作業

(3) 応急給水及び応急復旧用の機械器具及び資材の供出

３ 前号各号に掲げるもの以外の応援活動については、被災会員から要請があったときに、会

長が会員の応援能力の範囲内で配慮するものとする。

（連絡担当部局等）

第７条 各会員は、あらかじめ連絡担当部局等を定め、災害が発生したときは、速やかに必要

な情報を収集し、会長及び応援地区会議と連絡できる体制をとるものとする。

（応急給水作業）

第８条 応急給水作業の応援期間は、原則として１５日以内とする。

２ 各会員は、その所有する応急給水用具等の提出について、会長等から要請があったときは、

応援能力の範囲内で配慮するものとする。

（応急給水用浄水機）

第９条 応急給水の用に供するため、長野県から協議会に運搬可能な浄水機（以下「受託浄水

機」という。）の運用及び管理を委託されたとき、これを受託するものとする。

２ 受託浄水機は、東信、北信、中信、南信の各応援地区に配置し、特定した会員にそれぞれ

運用及び管理を委託する。

３ 受託浄水機の運用及び管理に要する経費は、県等から交付、支弁、又は補助される等の額

を除き、原則として協議会で負担する。

（応急復旧作業）

第１０条 応急復旧作業の応援期間は、被災会員と会員が被災状況等を勘案し、協議して定め

る期間とする。

（応急復旧資材の供出）

第１１条 各会員は、会長から機械器具応援復旧資材の供出について要請のあったときは、応

援能力の範囲内で供出するものとする。

（応援職員の派遣）

第１２条 各会員は、応援活動に従事する職員（以下「応援職員」という。）の派遣について会

長から要請のあったときは、応援能力の範囲内で配慮するものとする。

２ 前項の規定により応援を要請された会員（以下「応援会員」という。）は、職員を派遣する

ときは、必要な給水用具、作業用工器具及び緊急資材のほか、衣類、食糧、日用品等を携行

させるものとする。

３ 応援職員は、応援会員名を表示した腕章等を着用するものとする。

４ 応援職員が応援活動により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災害補償は、

応援会員の負担とする。ただし、被災地において応急治療する場合の医療費は、被災会員の

負担とする。

５ 応援職員が応急作業中に第三者に対し損害を与えた場合は、被災会員がその賠償の責に任

じるものとする。ただし、被災会員に対する応援の往復途中に生じたものについては応援会

員が、その賠償の責に任じるものとする。

（応援経費の負担）

第１３条 この要綱による応援活動に要した経費は、法令その他別段の定めがあるもの並びに



応援職員に係る人件費及び旅費を除くほか、原則として被災会員が負担するものとする。

（連絡担当部局等の報告）

第１４条 各会員は、連絡担当部局並びにその保有応急給水用具、機械工具及び緊急用資材に

ついて毎年４月１日現在の状況を、様式第１号から第４号までに掲げるところにより、４月

１５日までに会長に報告するものとする。

２ 会長は、前項の報告を取りまとめて一覧表を作成し、これを全会員に配布するものとする。

（会員以外の市町村等への応援等）

第１５条 会員以外の市町村等から応援活動の要請を受けたときは、この要綱に基づく応援活

動の例により応援活動を行うことができるものとする。ただし、日本水道協会からの要請に

基づく応援職員の派遣に関することは、上水部会長（同協会長野県支部長）が行う。

２ 日本水道協会への応援の要請に関することは、上水部会長（同協会長野県支部長）が行う

ものとする。

（防災連絡会議の設置）

第１６条 応援活動の実施に必要な情報の交換及び調査研究を行い、応援活動の円滑な実施を

図るため、防災連絡会議を設置するものとする。

２ 防災連絡会議は、会長及び理事をもって組織する。

（補則）

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項及びこの要綱の定めにより難いと認める事

項については、会長が別に定める。

附 則

この要綱は、昭和５９年１１月８日から施行する。

附 則

この要綱は、平成９年１月１６日から施行する。


